
関西大学・社会安全学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４４１６

基盤研究(B)（一般）

2019～2017

疑似実験的手法を用いた防災政策の実証的評価

Empirical evaluation of disaster management policy by quasi-experimental method.

９０３３５３３１研究者番号：

永松　伸吾（Nagamatsu, Shingo）

研究期間：

１７Ｈ０２０７２

年 月 日現在  ２   ７   ７

円    12,500,000

研究成果の概要（和文）：本研究は、防災・減災政策の効果を疑似実験的手法を用いて実証的に明らかにしよう
とする。研究期間内には次の二つの研究を行った。一つは、南海トラフ巨大地震による被害想定が、想定被災地
における人口減少をもたらした可能性について評価である。DID（差の差）分析の結果、津波想定の引き上げに
よる人口減少効果が確認された。もう一つは、住宅再建プロセスによる被災者の主観的生活評価への影響であ
る。所得や住宅の立地条件についてコントロールした結果、少なくとも低所得者に限定すれば、居住住宅の差は
生活満足度に影響を与えないが、ソーシャルキャピタルに関しては仮設住宅や復興公営住宅は自宅と比べて低い
ことがわかった。

研究成果の概要（英文）：This study intends to quantitatively examine the impact of disaster 
reduction policy by applying a quasi-experimental technique. We conducted the following two studies.
 First, we examine the possibility that the disaster damage prediction of the anticipated Nankai 
megathrust earthquake might have reduced the local population in the severe damage area. The DID 
analysis finds that an increase in predicted tsunami height, rather than anticipated seismic 
movements, after the 2012 revision is associated with a subsequent reduction in net migration. 
Second, we investigated the impact of the housing recovery process on the subjective evaluation of 
QOL of the affected people. Controlling the effect of income and location finds that the housing 
recovery types do not have a significant effect on housing recovery type. On the other hand, the 
increase in the social capital of those who live in temporary houses and public houses is smaller 
than those who live in their own houses.

研究分野：災害経済学、防災・減災政策

キーワード： DID　被害想定　南海トラフ巨大地震　人口移動　住宅再建　復興　生活再建　ソーシャルキャピタル
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の意義は、従来エビデンスに基づく議論が十分に行われていなかった防災・減災政策において、疑似実験
的手法による政策効果の分析を導入したことにある。まず被害想定の効果については、主に人口の減少をもたら
したのが生産年齢人口においてであることから、地域の人口の年齢構成が高齢化し、被害想定によってむしろ地
域が脆弱になっていることが確認され、今後の被害想定のあり方を見直す必要性が示唆された。また住宅再建に
ついては、公営住宅に居住している人々の生活満足度が低いとしても、必ずしも住宅そのものやその立地に起因
するものではないが、転居を繰り返すことにより社会的に孤立するという問題が指摘された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 本研究は、防災・減災政策の効果を実証的に明らかにしようとするものであった。その背景と
して、以下の 2点を挙げることができる。 
第一は、因果関係の特定に関する困難さである。これまでの多くの防災政策に関する実証分析
は、基本的には重回帰分析のロジックに基づいている。すなわち目的変数が、政策変数の変化に
よってどう変化するかを、政策変数の回帰係数を推計することで政策の有効性を評価しようと
してきた。 
しかしながら、目的変数が政策変数ではなく、政策変数と相関の高いそれ以外の変数によって 
決定されている場合は、たとえ政策変数が目的変数に対して統計的に有意に推計されたとして
も、両者についての因果関係を科学的に認めることはできない。このため、過去の研究では政策
変数固有の影響を抽出するために、目的変数に対して影響を及ぼす可能性のある説明変数を可
能な限り投入することで、政策変数固有の影響を推計するという方法を採用してきた。だがこの
方法が正当化されるためには、目的変数に影響を及ぼすであろうすべての変数が説明変数とし
て含められていなければならない。我々がデータとして利用できる変数は限られているから、実
はこうした前提が満たされることはほとんどあり得ない。そのため、いかに丁寧にこうした分析
を行ったとしても、必要な変数が欠損している可能性をゼロにすることはできないのである。 
第二は、直感的なわかりにくさである。変数の利用可能性も含めた様々な制約の中で、なるべ
く正確な政策効果を測定するために、様々な分析手法が発達してきた。しかしながら、分析手法
が高度になるにつれて、その結果を直感的に理解することが困難になった。実際の政策決定を行
うのは実務家や政治家であるから、一般市民が見ても直感的に理解できなければ、たとえ科学的
に正しいとされていても、それを根拠に政策上の重要決定を行うことは難しい。 
 
２．研究の目的 
そこで、本研究では、これまで防災政策の分野ではほとんど行われてこなかった疑似実験的

(quasi-experimental) アプローチを用いることによって、上記の問題を克服しようとした。研究
期間の間にいくつかの研究を実施したが、本報告時点ですでに査読論文として採択された２つ
の研究について紹介したい。 

(1) 南海トラフの被害想定が地域の人口変動に及ぼした影響 
2012 年に内閣府が発表した南海トラフ巨大地震被害想定は、科学的に発生しうる最大規模の
被害を想定したものだが、この想定により沿岸部の人口が減少し、地域の衰退を招いている可能
性が指摘されている。この効果を明らかにするため、Difference in Difference (DID)を用いて想
定被災地における人口減少効果を特定することを試みた。過去の災害経験が人口移動をもたら
すということは経験的に知られているが、事前のリスクの想定が地域の人口移動に影響を及ぼ
すのだとすれば、被害想定は単なる想定以上の意味を持って、暴露人口の減少という意味での社
会的対応をもたらすことになる。 

(2) 住宅復興プロセスが被災者の主観的生活評価及ぼした影響 
災害によって住宅を喪失した人々の生活再建をどう支援していくかは大きな課題である。こ
れまで、仮設住宅や復興公営住宅に入居している人々ほど精神的健康状態が悪いと言うことは
多くの先行研究で指摘されてきた。しかしながら、実際のところ、それらが本当に居住する住宅
やそこでの支援の差に起因しているのかどうかは明らかではない。そもそも、入居者の属性や、
仮設住宅・復興公営住宅の立地場所がそれ以外の住宅と大きく異なるからである。そこで本研究
はここでも DIDの手法を用いて、住宅復興プロセスが被災者の精神的健康に及ぼす影響を計測
することを目的とした。 
 
３．研究の方法 

(1) 南海トラフの被害想定が地域の人口変動に及ぼした影響 
 本研究における DID は次のように行われた。まず処置群として、2012 年に南海トラフ巨大地
震による津波被害想定が発表された市町村(Coastal Municipality)を設定する。これらの地域
は、2006 年の東海・東南海・南海地震津波についても想定されており、2012 年の想定で多くの
地域では想定津波高が引き上げられている。また、これらの市町村に隣接する内陸市町村
(Neighboring inland municipality)を統制群と設定し、これらとの比較によって，想定津波高
の引き上げが人口移動にもたらした効果を推計する。データは総務省「住民基本台帳人口移動報
告」を用いた。 
（2）住宅復興プロセスが被災者の主観的生活評価に及ぼした影響 
釜石市をフィールドとして、被災者へのアンケート調査（有効回答数 1,121）を実施した。釜
石市は、東日本大震災の津波被災市町村の中でも、大規模な面的整備事業を行っておらず、既存
地域の中に仮設住宅や公営住宅を建設したり、復興公営住宅と自力再建住宅が隣接して立地し
ているなど、政策的に供給された住宅（仮設住宅、復興公営住宅）とそれ以外の住居が隣接して
いる地域が少なくない。これによって、例えば阪神・淡路大震災の時に問題になったような、多
くの公営住宅が郊外に立地していたといった空間的分布に起因する差をコントロールすること
ができるからである。 
 
４．研究成果 



(1) 南海トラフの被害想定が地域の人口変動に及ぼした影響 
 

沿岸自治体と内陸隣接自治体
の人口純移動率の推移が図1に
示されている。これによれば、
沿 岸 自 治 体 （ coastal 
municipality）の純人口移動は
2011 年から 12 年に欠けて大き
く落ち込み、他方で内陸隣接自
治 体 （ neighboring inland 
municipality）は上昇している
ことがわかる。 
 加えて、津波想定の引き上げ
幅と人口移動の関係の線形性
について検証した。一般的には
引き上げ幅が上昇すれば、純移
動と流出は小さくなり、流入が
大きくなる傾向はみられたも
のの、統計的に有意な傾向がみ
られたのは10m以上の引き上げ
が行われたケースであった。 
時間経過とともにみてみると、

津波想定の引き上げが人口流出に与える影響は一次的であるが、流入に与える影響は継続する
こともわかった。さらに、人口移動は生産年齢人口に対してより顕著であることから、当該地域
の高齢化率を引き上げて想定被災地域をより脆弱にする効果が明らかになった。 
 
 （2）住宅復興プロセスが被災者の主観的生活評価に及ぼした影響 
アンケートの結果から、被災者の住宅再建プロセスが被災者の主観的生活評価に及ぼす影響
を DID により分析した。具体的には、被説明変数をアンケートから得られた心理変数（生活満足
度、将来への希望、ソーシャルキャピタル（SC）の変化）の三つとし、それぞれの変数に住宅復
興プロセスがどのように影響しているかを分析した。また主要な変数である世帯年収の影響を
コントロールするために、世帯年収 200 万円未満と以上でグループに分けた分析も行った。その
結果を表 1に示す。これ以外のコントロール変数については掲載を省略してある。 
これによれば、生活満足度は持ち家層について高くなっていることがわかり、既存研究が示す
通りである。しかしながら、年収 200 万円未満のグループに限定すると、生活満足度に対して住
宅復興プロセスはほとんど有意な影響を示していない。但し、年収 200 万円以上になると、持ち
家層について生活満足度が高く、特に住宅再建を果たした人々について高い効果が見られる。こ
こから言えるのは、年収が少なければ住宅復興プロセスにかかわらず等しく生活満足度は低い
ということである。年収 200 万円以上については有意な差が見られるが、その中でも所得水準の
差が影響している事は否めない。 
また、ソーシャルキャピタルについては、仮設住宅が最も低く、次いで復興公営住宅が低いこ
とがわかった。仮設住宅や復興公営住宅は引越を重ねている層が多くこの結果は納得できるも
のだが、SCへの住宅再建プロセスの影響は低所得者ほど明確に現れたことは興味深い。 
 

 

図 1 沿岸自治体と内陸隣接自治体との人口純移動率の差 

 

表 1 住宅再建プロセスが生活満足度に対して与える影響の回帰分析結果（抜粋） 

 

 

n n n

住居形態の変遷5タイプ：
仮設住宅 ［dummy］ 104 036 068

200万円未満（N  = 237） 200万円以上（N  = 386）

　　　　　　　　　　　目的変数
　　説明変数

生活
満足度

将来の
希望

SCの変化
生活
満足度

将来の
希望

SCの変化
生活
満足度

将来の
希望

SCの変化

Β
(SE)

Β
(SE)

Β
(SE)

Β
(SE)

Β
(SE)

Β
(SE)

Β
(SE)

Β
(SE)

Β
(SE)

　持ち家：被害なし ［dummy］ 069
(-0.43)
-(0.16)
**
(-0.03)
(0.19)

(-0.89)
(0.19)
***

(-0.57)
(0.23)
*

　持ち家：被害あり ［dummy］ 131 (-0.32)
(0.15)
*
(-0.25)
(0.17)

(-0.80)
(0.17)
***

*** 052
(-0.47)
(0.20)
*
(-0.23)
(0.24)

017
(-0.54)
-(0.27)

*
(-0.19)
(0.32)

(-1.51)
(0.35)

(-0.64)
(0.20)
**097

　持ち家：再建済 ［dummy］ 094
(-0.49)
(0.15)
**
(-0.25)
(0.17)

(-0.46)
(0.18)
**

**
(-0.51)
(0.19)
**
(-0.04)
(0.21)

034 (-0.11)
(0.24)

(-0.69)
(0.28)
*
(-0.98)
(0.31)

(-0.09)
(0.21)

　復興公営住宅［dummy］ 225 (-0.26)
(0.14)

(-0.22)
(0.16)

(-0.34)
(0.16)
*

*** 077
(-0.66)
(0.19)
***
(-0.32)
(0.22)

017
(-0.38)
(0.26)

(-0.49)
(0.31)

(-1.27)
(0.34)

(-0.03)
(0.20)

** 092 (-0.21)
(0.18)

(-0.15)
(0.21)

133 (-0.33)
(0.21)

(-0.36)
(0.24)

(-0.71)
(0.27)

世帯年収グループ
すべての世帯年収を含んだサンプル（N  = 623）

F 11.92 *** 09.03 ** 08.32 *** 03.72 *** 02.58 ** 04.97 *** 08.06 *** 07.18 *** 07.31 ***
adjR2 00.16 00.12 00.12 00.09 00.06 00.13 00.14 00.13 00.13

(0.10)(0.10)(0.08)

note. ***p <.001, **p <.01, *p<.05
　　　 左の分析は，世帯年収のグループで分けずに分析したものであり，住居形態の変遷5タイプ，住居の見通し，転居回数，世帯年収のダミー変数を説明変数として全て投入
　　　 中央と右の分析は，世帯年収のグループごとに，住居形態の変遷5タイプ，住居の見通し，転居回数のダミー変数を説明変数として全て投入
　　　 偏回帰係数は，基準カテゴリ（網掛け）と比べた場合の数値である
　　　 nの値は各ダミー変数の変数名に該当する人数であり，その変数に含まれる人数ではない（例えば，「仮設住宅  [dummy]」仮設住宅が36人，仮設住宅ではないが201人）
　　　 Nの値は分析に用いられた人数
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